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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期連結
累計期間

第62期
第１四半期連結

累計期間
第61期

会計期間

自2019年
　９月１日
至2019年
　11月30日

自2020年
　９月１日
至2020年
　11月30日

自2019年
　９月１日
至2020年
　８月31日

売上高 （千円） 935,486 769,150 5,416,990

経常利益 （千円） 125,942 40,952 754,958

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 98,836 26,165 432,581

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 216,564 29,383 479,252

純資産額 （千円） 11,183,815 11,382,831 11,431,066

総資産額 （千円） 13,074,360 13,017,454 12,792,808

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 16.26 4.32 71.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 85.3 87.2 89.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　　　４．「１株当たり四半期（当期）純利益金額」の算定上、「取締役向け株式交付信託」及び「社員向け株式交付信

託」が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、引き続き厳しい状態

にあるものの、各種政策の効果や海外経済の改善もあり持ち直しの動きがみられました。

　当工作機械業界におきましても、新型コロナウイルス感染症の影響により企業収益が悪化していることを背景に設

備投資は減少傾向にあるものの、中国を中心として低水準ながら緩やかに受注の回復が継続する状況で推移しまし

た。

　当社グループ（当社及び連結子会社）においても主に海外を中心として、お客様を訪問しての営業活動が一部制限

されることや機械の据付と加工精度を確保するために行う納入試運転が一部行えないなどの影響を受けております。

新型コロナウイルス感染症の収束の時期を予測することは困難であるものの、当連結会計年度には徐々に正常化する

ものと見込んでおります。このような経営環境の中におきまして、当社グループは感染拡大の防止を最優先に考えた

うえで、市場及びお客様の期待に合致した製品づくりの追求を行いながら、全社的なコスト削減の実施に取組んでま

いりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高769百万円(前年同四半期比17.8％減)、営業利益66百万円

(前年同四半期は営業損失23百万円)、経常利益40百万円(前年同四半期比67.5％減)、親会社株主に帰属する四半期純

利益26百万円(前年同四半期比73.5％減)となりました。

　なお、当社グループの事業は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであります。

 

（２）財政状態の分析

（流動資産）

　当第１四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて466百万円増加し、7,716百万円となりまし

た。これは主に、受取手形及び売掛金が793百万円減少したものの、現金及び預金が662百万円、電子記録債権が256

百万円、仕掛品が215百万円それぞれ増加したことによるものであります。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末に比べて241百万円減少し、5,300百万円となりまし

た。これは主に、投資有価証券が184百万円減少したことによるものであります。

（流動負債）

　当第１四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて269百万円増加し、1,416百万円となりまし

た。これは主に、短期借入金が140百万円、その他が135百万円それぞれ増加したことによるものであります。

（固定負債）

　当第１四半期連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末に比べて3百万円増加し、218百万円となりました。

これは主に、繰延税金負債が3百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて48百万円減少し、11,382百万円となりまし

た。これは主に、利益剰余金が51百万円減少したことによるものであります。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、23百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,706,100 7,706,100

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 7,706,100 7,706,100 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年９月１日～

2020年11月30日
－ 7,706,100 － 651,370 － 586,750

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2020年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2020年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式

等）
 － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式

等）
普通株式 1,496,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,208,200 62,082 －

単元未満株式 普通株式 1,300 － －

発行済株式総数  7,706,100 － －

総株主の議決権  － 62,082 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、「取締役向け株式交付信託」及び「社員向け株式交付信託」の

信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式148,403株（議決権の数1,484

個）が含まれております。なお、当該議決権の数1,484個のうち「取締役向け株式交付信託」にかかる信託

口が所有する1,054個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

    2020年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ミクロン精密

株式会社

山形県山形市蔵王

上野578番地の２
1,496,600 － 1,496,600 19.42

計 － 1,496,600 － 1,496,600 19.42

（注）「取締役向け株式交付信託」及び「社員向け株式交付信託」の信託財産として、株式会社日本カストディ

銀行（信託口）が所有する148,403株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年９月１日から2020

年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年９月１日から2020年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,234,281 3,896,806

受取手形及び売掛金 1,657,903 864,661

電子記録債権 85,523 341,772

有価証券 276,202 373,903

半製品 360,985 380,309

仕掛品 1,322,485 1,537,704

原材料及び貯蔵品 260,167 257,915

その他 53,189 64,310

貸倒引当金 △705 △706

流動資産合計 7,250,033 7,716,675

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,825,330 1,793,760

機械装置及び運搬具（純額） 327,987 302,844

土地 732,970 732,795

建設仮勘定 109,184 119,657

その他（純額） 80,716 72,427

有形固定資産合計 3,076,189 3,021,484

無形固定資産 11,520 10,582

投資その他の資産   

投資有価証券 2,343,562 2,158,602

退職給付に係る資産 27,357 27,357

繰延税金資産 4,191 1,747

その他 80,258 81,310

貸倒引当金 △305 △305

投資その他の資産合計 2,455,063 2,268,712

固定資産合計 5,542,774 5,300,778

資産合計 12,792,808 13,017,454
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 128,887 137,411

短期借入金 379,000 519,100

未払金 156,684 138,544

未払法人税等 50,605 56,537

前受金 320,061 374,169

賞与引当金 51,670 1,006

役員賞与引当金 2,820 －

製品保証引当金 11,000 8,000

その他 45,654 181,371

流動負債合計 1,146,384 1,416,141

固定負債   

長期未払金 17,870 17,870

繰延税金負債 64,137 67,186

株式給付引当金 52,352 52,545

役員株式給付引当金 80,997 80,879

固定負債合計 215,357 218,482

負債合計 1,361,741 1,634,623

純資産の部   

株主資本   

資本金 651,370 651,370

資本剰余金 709,200 709,200

利益剰余金 11,194,699 11,143,246

自己株式 △1,465,156 △1,465,156

株主資本合計 11,090,112 11,038,659

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 386,501 406,248

為替換算調整勘定 △86,198 △96,554

その他の包括利益累計額合計 300,302 309,694

非支配株主持分 40,651 34,476

純資産合計 11,431,066 11,382,831

負債純資産合計 12,792,808 13,017,454
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2019年９月１日
　至　2019年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年９月１日
　至　2020年11月30日)

売上高 935,486 769,150

売上原価 662,539 469,260

売上総利益 272,947 299,890

販売費及び一般管理費 296,067 233,433

営業利益又は営業損失（△） △23,120 66,456

営業外収益   

受取利息 16,272 9,007

受取配当金 7,335 8,517

補助金収入 1,294 16,444

投資有価証券評価益 13,439 －

為替差益 106,308 －

その他 4,634 5,168

営業外収益合計 149,285 39,138

営業外費用   

支払利息 197 138

投資有価証券評価損 － 5,696

為替差損 － 57,454

その他 25 1,352

営業外費用合計 222 64,641

経常利益 125,942 40,952

特別利益   

固定資産売却益 16,193 －

特別利益合計 16,193 －

特別損失 － －

税金等調整前四半期純利益 142,135 40,952

法人税、住民税及び事業税 58,668 37,060

法人税等調整額 △17,282 △15,707

法人税等合計 41,385 21,353

四半期純利益 100,749 19,599

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,913 △6,566

親会社株主に帰属する四半期純利益 98,836 26,165
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2019年９月１日
　至　2019年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年９月１日
　至　2020年11月30日)

四半期純利益 100,749 19,599

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 93,200 19,747

為替換算調整勘定 22,613 △9,963

その他の包括利益合計 115,814 9,784

四半期包括利益 216,564 29,383

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 213,277 35,557

非支配株主に係る四半期包括利益 3,286 △6,174
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役向け株式報酬制度）

　当社は、取締役（社外取締役を除く。以下同じ）に対する信託型株式報酬制度として「取締役向け株式交付

信託」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

１．取引の概要

　「取締役向け株式交付信託」は、本信託が取得した当社株式を当社が定める株式交付規程に従って、対象取

締役に交付するものです。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度165,767千円、105,450

株、当第１四半期連結会計期間165,767千円、105,450株であります。

（従業員向け株式交付信託制度）

　当社は、従業員向けインセンティブ・プランとして「社員向け株式交付信託」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

１．取引の概要

　「社員向け株式交付信託」は、本信託が取得した当社株式を当社が定める株式交付規程に従って、対象とな

る従業員に交付するものです。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度67,522千円、42,953株、

当第１四半期連結会計期間67,522千円、42,953株であります。

（会計上の見積り）

　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による影響は、企業活動や経済など広範囲に及び、当社グループに

おいても主に海外を中心として、お客様を訪問しての営業活動が一部制限されることや機械の据付と加工精度

を確保するために行う納入試運転が一部行えないなどの影響を受けております。

　新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは困難でありますが、アメリカやイギリスにおいてワ

クチン接種が開始されるなど感染収束に向けた進展が見られることから、当連結会計年度より徐々に正常化し

ていくものと仮定して、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等に係る会計上の見積りを行っておりま

す。

　なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高いため、先述の仮定に状況変化が生じた

場合は当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2019年９月１日
至 2019年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2020年９月１日
至 2020年11月30日）

減価償却費 73,412千円 65,756千円

 

EDINET提出書類

ミクロン精密株式会社(E02478)

四半期報告書

11/16



（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2019年９月１日　至 2019年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類

配当金

の総額

（千円）

１株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月22日

定時株主総会
普通株式 112,220 18.00 2019年８月31日 2019年11月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には取締役向け株式交付信託が所有する株式に対する配当金1,980千円及び社員向け株式

交付信託が所有する株式に対する配当金805千円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自 2020年９月１日　至 2020年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類

配当金

の総額

（千円）

１株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月20日

定時株主総会
普通株式 77,618 12.50 2020年８月31日 2020年11月24日 利益剰余金

（注）配当金の総額には取締役向け株式交付信託が所有する株式に対する配当金1,318千円及び社員向け株式

交付信託が所有する株式に対する配当金536千円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一事業区分であるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年９月１日
至　2019年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年９月１日
至　2020年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 16円26銭 ４円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
98,836 26,165

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
98,836 26,165

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,079 6,061

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．「取締役向け株式交付信託」及び「社員向け株式交付信託」が保有する当社株式を「１株当たり四半期純利

益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結

累計期間「取締役向け株式交付信託」110,000株及び「社員向け株式交付信託」44,725株、当第１四半期連

結累計期間「取締役向け株式交付信託」105,450株及び「社員向け株式交付信託」42,953株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年１月14日

ミクロン精密株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

山 形 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小　川　高　広　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 鈴　木　克　子　　印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミクロン精密

株式会社の２０２０年９月１日から２０２１年８月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２０年９

月１日から２０２０年１１月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０２０年９月１日から２０２０年１１月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ミクロン精密株式会社及び連結子会社の２０２０年１１月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EDINET提出書類

ミクロン精密株式会社(E02478)

四半期報告書

15/16



・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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